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ローソンエンターメディア元取締役による不正行為に関する 

第三者委員会最終報告について 
 
 
平成 22 年 2 月 9 日「株式会社ローソンエンターメディア取締役による不正行為の発覚につい

て」で公表しましたとおり株式会社ローソン（以下「ローソン」）の連結子会社である株式会社ロ

ーソンエンターメディア（以下「LEM」）の元取締役による多額資金の不正流出が判明した事か

ら、外部専門家で構成する第三者委員会を設置し、事実関係の確認・調査、業務改善の検討を進

めてまいりました。本日、第三者委員会から最終報告書が提出されました。ローソンと LEM は

最終報告書を受け、今後の対応を決定いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 
 株主、投資家、取引先及びその他関係者の皆様に大変ご迷惑をおかけしておりますことを深く

お詫び申し上げます。 
 
 

記 
 

１、最終報告書までの経緯 
 

ローソンおよび LEM は、平成 22 年 1 月 24 日 LEM の元取締役 2 名から、『コンサート企画

会社へチケット代金を支払うべきプレジール社が資金を流用していたため資金難に陥り、（両名

が）プレジール社に肩代わりして無断でチケット代金を支払った』との報告を受けました。直

ちに顧問弁護士及び会計事務所の協力のもと、社内調査委員会を発足させ、調査を開始いたし

ました。社内調査の結果、LEM 元取締役 2 名が資金をプレジール社に不正に流出させ、その被

害総額は最大約 150 億円であることが判明いたしました。そして、この事実を平成 22 年 2 月 9
日に公表し、併せて、社内関係者の処分を行いました。（詳しくは、頭書の 2 月 9 日付公表文書

をご覧下さい。） 
同日（平成 22 年 2 月 9 日）付で外部専門家で構成する第三者委員会を発足させました。平

成 22 年 3 月 11 日に第三者委員会より中間報告が提出され、中間報告書の全文及び緊急再発防
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止策を公表いたしました。（詳しくは 3 月 11 日発表の「ローソンエンターメディア取締役によ

る不正行為への対応の進捗について」をご覧ください） 
さらに、平成 22 年 3 月 23 日、被害総額が最大約 144 億円であることが確定し、また、回収

の見込みが立っていないことから、全額を特別損失として計上する事を公表いたしました。（詳

しくは、3 月 23 日発表の「特別損失の計上及び過年度業績への影響、並びに平成 22 年 2 月期

業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧下さい） 
この度第三者委員会の調査が終了し、本日（平成 22 年 4 月 12 日）最終報告書が提出されま

した。 

 

 
２、第三者委員会による最終報告 
 

報告内容は別紙をご覧下さい。全文を公表させていただいております。 
 

＜第三者委員会のメンバー＞ 
委員長 高野 利雄 （弁護士、高野法律事務所所長）〔元名古屋高等検察庁検事長〕 
    政木 道夫 （弁護士、シティユーワ法律事務所パートナー） 

      高岡 俊文 （公認会計士、株式会社 KPMG FAS 執行役員パートナー） 

 
３、再発防止策 
 

  ローソンならびに LEM は二度と不正行為を起こさせないとの重大な決意を持って下記の再

発防止策を確実に実施してまいります。 
 
（１）緊急的対応策 

LEM は、資金の不正流出が判明した後、下記の緊急防止策を実施いたしました。 
 

① 権限集中の解消 
一部門や担当役員への権限集中が不正行為を可能にした要因であったため、権限の分

散化を図りました。具体的には、管理本部を財務経理本部・総務本部・内部監査室・

経営企画室の 4 つに分けそれぞれに個別の責任者を置き、部門間に牽制機能を持たせ

ました。 
 

② 支払い業務の監視強化 
前払い金等通常取引と異なる支払いに関しては、財務経理本部に加え総務本部におい

ても支払申請書をチェックする体制を新たに構築いたしました。 
 
（２）抜本的対応策 

LEM は、今回の第三者委員会最終報告を受け、下記の抜本的対応策を実施してまいります。 
 

① 法令遵守の徹底について 
トップ自らが再発防止の意思を明示しこれを徹底してまいります。従来より実施して

いた全役職員を対象としたコンプライアンス研修を継続、強化し、法令遵守意識を徹

底します。また、法令遵守意識の浸透度を検証するため、全役職員に対する意識調査

を本年度より開始、以降年一回定期的に実施します。 
 

② 取引でのリスクの認識と防止 
取引先や取引に関連するリスクを洗い出すとともに、その防止策を業務マニュアルに

反映させ、全役職員への周知徹底を図ってまいります。これらの対応を、今年度上期

までに実施いたします。   
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③ 個人業務から組織的業務への変換 
個人のつながりが重要視されることが業界内の特徴であり、業務の属人化が進む傾向

にあります。より組織的な業務に移行するため、組織内での個人業務の見える化及び

定期的な人事ローテーションを今年度上期より進めてまいります。 
 

④ 営業部門に対する管理強化 
取引先の信用調査や取引内容の定期的な調査は現在総務法務部や財務経理部で実施

していますが、今後中期的には、組織拡大に伴い営業部門における管理機能を強化し、

当該部門内において統制機能を持たせていく予定です。 
 

⑤ 監査機能の強化 
  緊急的対策として実施した内部監査室の設置にあわせ、内部監査専任の担当者を２名

に増員しており、会社に内在するリスクを網羅的に検証できる体制としました。 
今後、業務を可視化し継続的かつ効果的なモニタリングを実行するため、財務会計シ

ステムを含めたシステム全般の再構築を進めてまいります。 
 

⑥ 内部通報制度の活性化 
内部通報制度の積極的な利用の促進策を、コンプライアンス研修等を通じて社内に告

知していますが、今後朝礼や社内報等を通じて経営者自ら訴えかけることを速やかに

実施します。 
 

⑦ 再発防止策の実施状況のモニタリング 
  上記、各対応策について、その実施状況のモニタリングを徹底します。 

具体的には、再発防止策の進捗部署をリスク管理・コンプライアンス委員会とし、モ

ニタリング結果を取締役会に報告する体制といたします。 
 

 
 
（３）ローソングループ全体での対応策 

ローソンは、本件が判明した時点で緊急措置としてグループ各社（株式会社九九プラス、

株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス）の経理内容を点検し、他に不正流用

がないことを確認しました。また、LEM で発生した不正行為の原因（権限の集中、リスク

認識の不足）をもとに、グループ各社のリスク管理状況を点検し、同様の問題がないこと

を確認しました。今後もローソングループ全体で再発防止に向けてリスク管理を徹底して

まいります。 
 

① 権限の分散化 
・ 部門間の内部牽制を阻害する部門責任者の兼務がないことを確認しました。 
・ 支払手続のダブルチェック体制を確認しました。 
・ 今後、上記体制のモニタリングを強化してまいります 

 
② リスク管理体制の強化 

グループ各社にリスク管理、コンプライアンスを統括する委員会を設置しており、親

会社であるローソンのコンプライアンス＆リスク統括室と連動し、リスク管理を徹底

してまいります。 
 
４、今後の予定 

 
ローソンおよび LEM は 4 月 14 日（水）に平成 22 年 2 月期決算短信および過去の業績に関

する訂正を開示する予定です。 
以上 

 
























































